
平成 14年 11月期  個別財務諸表の概要                平成 15年 1月 20日 

上 場 会 社 名 マルカキカイ株式会社 上場取引所（所属部） 大阪証券取引所（市場第二部） 
コ ー ド 番 号 7594 本社所在都道府県 大阪府 
（ＵＲＬ http://www.maruka.co.jp）    
問 合 せ 先 責任者役職名 取締役管理本部長   

 氏 名       森    康  明 TEL （072）625－ 6551 
決算取締役会開催日 平成 15年 1月 20日 中間配当制度の有無      有 
定時株主総会開催日 平成 15年 2月 27日 単元株制度採用の有無      有 (1単元 1,000株) 
 
１  14年 11月期の業績（平成 13年 12月 1日～平成 14年 11月 30日） 
（１）経営成績                                              記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
14 年 11 月期 19,300 (   △  1.8  ) 337 (       2.9  ) 471 (       4.4  ) 

13 年 11 月期 19,658 (   △ 19.5  ) 327 (   △ 41.4  ) 451 (       2.6  ) 

 
1 株当たり 潜 在 株 式 調 整 後 株 主 資 本 総 資 本 売 上 高  当 期 純 利 益 
当期純利益 1 株当たり当期純利益 当期純利益率 経常利益率 経常利益率 

 百万円 ％      円  銭        円     銭 ％ ％ ％ 
14 年 11 月期 196 (      35.4  )    28  49      －     －        4.3       2.7       2.4 

13 年 11 月期 145 (   △ 47.3  )    21  05      －     －        3.2       2.4       2.3 

（注）① 期中平均株式数   14年 11月期   6,911,467 株     13年 11月期   6,909,895 株 
② 会計処理方法の変更   無 
③ 売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 

 
（２）配当状況 

1  株  当  た  り  年  間  配  当  金 配 当 金 総 額 株 主 資 本   中      間 期      末 （年      間） 配 当 性 向 
配 当 率 

        円    銭        円    銭        円    銭 百万円 ％ ％ 
14 年 11 月期  8   00      －    －      8   00        55         28.1          1.2 

13 年 11 月期  8   00      －    －      8   00        55         38.0          1.2 
 
（３）財政状態 

 総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％                円     銭 
14 年 11 月期            17,932             4,631                  25.8           670      35 

13 年 11 月期            17,534             4,515                  25.8           653      28 

（注）① 期末発行済株式数   14年 11月期   6,909,650 株      13年 11月期    6,912,291 株 
② 期末自己株式数    14年 11月期     90,350 株      13年 11月期    87,709 株 

 
２  15年 11月期の業績予想（平成 14年 12月 1日～平成 15年 11月 30日） 

1  株  当  た  り  年  間  配  当  金  売  上  高 経 常 利 益 当期純利益 
中    間 期    末  

 百万円 百万円 百万円       円    銭       円    銭       円    銭 
中 間 期 9,200 190 95 －  － －  － －  － 

通 期 20,000 480 230 －  －   8     00   8     00 

参考） 1株当たり予想当期純利益（通期）  33円 28銭 （
 
上記の予想は、本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。実際の業績は、今後様々

な要因によって予想値と異なる結果となる可能性があります。 
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  貸 借 対 照 表                                                       

                                                                                  （単位：百万円未満切り捨て） 
当              期 前              期 

（平成14年 11月 30日現在） （平成13年 11月 30日現在） 
増    減（△）               期    別  

科    目 
金            額 構成比 金            額 構成比 金            額 

【 資  産  の  部 】   ％   ％    
流 動 資 産 13,522 75.4 13,387 76.4  134  
現 金 及 び 預 金              2,715 2,147   567  
受 取 手 形 6,187 7,290   △ 1,102  
売 掛 金 4,023 3,099   923  
有 価 証 券 0 150   △ 150  
商 品 268 575   △ 307  
前 払 金 387 40   346  
前 払 費 用 17 50   △ 33  
繰 延 税 金 資 産 178 186   △ 8  
関係会社短期貸付金 － 3   △ 3  
未 収 入 金 91 193   △ 102  
未 収 収 益 0 0   △ 0  
そ の他の流動 資産 31 32   △ 1  
貸 倒 引 当 金 △    378 △    383   5  
固 定 資 産 4,410 24.6 4,146 23.6  263

  有形固定資産 (         2,684 ) ( 15.0 ) (         2,616 ) ( 14.9 ) （    68 )

建 物 290 305   △ 14

建 物 付 属 設 備 12 6   6

構 築 物 26 31   △ 4

車 両 運 搬 具 7 2   5

工 具 器 具 備 品 11 12   △ 1

レ ン タ ル 機 械 77 －   77

土 地 2,258 2,258   －

  無形固定資産 (             5 ) (  0.0 ) (             5 ) (  0.0 ) （ △ 0 )

電 話 加 入 権 4 4   0  
ソ フ ト ウ ェ ア 0 0   △ 0  

 投資その他の資産 (         1,720 ) (  9.6 ) (         1,525 ) (  8.7 ) （ 195 )

投 資 有 価 証 券 504 603   △ 99

関 係 会 社 株 式 579 405   173

従業員長期貸付金 28 42   △ 13

関係会社長期貸付金 307 99   208

破産・更生債権等 66 81   △ 14

長 期 前 払 費 用 19 34   △ 15

繰 延 税 金 資 産 161 106   55

ゴ ル フ 会 員 権 198 198   －

その他の投資他資産 158 167   △ 8

貸 倒 引 当 金 △     303 △     212   △ 90

資 産 合 計 17,932 100.0 17,534 100.0  398
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                                                                                   （単位：百万円未満切り捨て） 
当              期 前              期 

（平成14年 11月 30日現在） （平成13年 11月 30日現在） 
増    減（△）                   期    別 

科    目 
金            額 構成比 金            額 構成比 金          額 

【 負  債  の  部 】   ％   ％    

流 動 負 債 11,409 63.6 11,074 63.2  334

支 払 手 形 4,082 4,169   △ 86  

買 掛 金 3,655 2,973   681  

短 期 借 入 金 1,700 2,050   △ 350  

1年内返済予定長期借入金 510 647   △ 137  

未 払 金 51 19   31  

未 払 費 用 86 70   16  

未 払 法 人 税 等 210 8   202  

前 受 金 440 34   406  

前 受 収 益 2 3   △ 0  

預 り 金 161 362   △ 201  

延払販売未実現利益 508 735   △ 227  

固 定 負 債 1,891 10.6 1,943 11.1  △ 52

長 期 借 入 金 1,517 1,527   △ 10

預 り 保 証 金 29 67   △ 38

退 職 給 付 引 当 金 48 60   △ 12

役 員 退 職 慰 労 引 当 金 210 202   8

再評価に係る繰延税金負債 86 86   －

負 債 合 計 13,300 74.2 13,018 74.3  282

【 資  本  の  部 】            

資 本 金 618 3.5 618 3.5  －

資 本 準 備 金 454 2.5 454 2.6  －

利 益 準 備 金 120 0.7 118 0.7  2

再 評 価 差 額 金 118 0.7 118 0.7  －

そ の 他 の 剰 余 金 3,377 18.8 3,244 18.5  132

任 意 積 立 金 1,669 1,680   △ 10

退 職 給 与 積 立 金 497 497   －

固定資産圧縮積立金 156 167   △ 10

別 途 積 立 金 1,015 1,015   －

当 期 未 処 分 利 益 1,708 1,564   143

その他有価証券評価差額金 △     26 △ 0.2 △      8 △ 0.1  △ 18

自 己 株 式 △     30 △ 0.2 △     30 △ 0.2  △ 0

資 本 合 計 4,631 25.8 4,515 25.7  116

負 債 ・ 資 本 合 計 17,932 100.0 17,534 100.0      398
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損 益 計 算 書 
（単位：百万円未満切り捨て） 

当  期 前  期 

自 平成13年 12月 1日 自 平成12年 12月 1日 

至 平成14年 11月 30日 至 平成13年 11月 30日 

増 減（△）                       期    別

 科    目 

金      額 百分比 金      額 百分比 金    額 

増減比 

  ％ ％  ％

売 上 高 19,300 100.0 19,658 100.0 △ 358 △ 1.8 

売 上 原 価 17,230  89.3 17,864  90.9 △ 633 △ 3.5

 売 上 総 利 益 2,069  10.7 1,794  9.1  274  15.3

延払条件付譲渡益戻入額 294  510   △ 215
 
延払条件付譲渡益繰延額 67  82   △ 15

 差 引 売 上 総 利 益 2,296  11.9 2,222  11.3  74 3.4

 販売費及び一般管理費 1,959  10.2 1,894   9.6  64   3.4

 営 業 利 益 337  1.7 327  1.7  9 2.9

営 業 外 収 益 294  1.5 322  1.6 △ 28 △ 8.7

受 取 利 息 91 39   51

受 取 配 当 金 23 75  △ 51

受 取 家 賃 109 150  △ 41

雑 収 入 69 56   13

営 業 外 費 用 160   0.8 198  1.0   △ 38 △ 19.3

支 払 利 息 118 156  △ 37

有 価 証 券 売 却 損 2 －   2

 

雑 損 失 39 42  △ 2

 経 常 利 益 471   2.4 451  2.3    19 4.4

特 別 利 益 0   0.0 46  0.2   △ 45 △ 98.1

投資有価証券売却益 0 －   0

固 定 資 産 売 却 益 0 46  △ 45

特 別 損 失 51   0.2 262  1.3   △ 210 △ 80.4

固 定 資 産 売 却 損 － 44  △ 44

固 定 資 産 除 却 損 － 1  △ 1

投資有価証券売却損 1 －   1

投資有価証券評価損 49 185  △ 136

関係会社株式評価損 － 27  △ 27

 

そ の 他 － 2  △ 2

 税 引 前 当 期 純 利 益 420   2.2 235   1.2  184 78.5

 法人税、住民税及び事業税 252   1.3 109   0.6  142 130.1

 法 人 税 等 調 整 額 △    28 △  0.1 △    19 △  0.1 △ 9  46.2

 当 期 純 利 益 196   1.0 145   0.7  51 35.4

 前 期 繰 越 利 益 1,511 1,400   111

 再 評 価 差 額 金 取 崩 高 － 19  △ 19

 当 期 未 処 分 利 益 1,708 1,564   143
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利  益  処  分  案 

（単位：百万円未満切り捨て） 

当          期 前          期 

自 平成 13年 12月  1日 自 平成 12年 12月  1日 

                    期      別 

 

 

  項      目 至 平成 14年 11月 30日 至 平成 13年 11月 30日 

増      減（△） 

当 期 未 処 分 利 益 1,708  1,564  143  

任 意 積 立 金 取 崩 額    

固定資産圧縮積立金取崩額 1  10  △ 9  

合            計 1,709  1,575  134  

これを次のとおり処分いたします。    

株 主 配 当 金 55  55  △ 0  

 1株につき 8円  1株につき 8円   

 （  普通配当 8円 ） （  普通配当 8円 ）  

役 員 賞 与 金 15  16  △ 1  

（ う ち 監 査 役 賞 与 金 ） （        1 ） （        1 ）     （  － ） 

次 期 繰 越 利 益 1,638  1,503  135  
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Ⅰ  財務諸表作成のための基本となる事項 
重要な会計方針 
１．資産の評価基準及び評価方法 
(1) 有価証券 
子会社株式及び関連会社株式 …………移動平均法による原価法 
その他有価証券 
時価のあるもの…… 決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部資本直入法により処理し、売買原価

は移動平均法により算定） 
時価のないもの…… 移動平均法による原価法 

(2) たな卸資産 
軸受・油圧機器等（産業機械部門） …………移動平均法による原価法 

 その他の商品  …………個別法による原価法 
 
２．固定資産の減価償却の方法 
(1) 有形固定資産…… 定率法を採用しております。 

ただし、平成 10年 4月 1日以降に取得した建物（附属設備を除く）については定額法を採用して
おります。 

 なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 
建 物     …………15～47年 
構築物     …………10～20年 
レンタル機械  ………… 5～10年 

(2) 無形固定資産…… 自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づく定額法を採用し
ております。 

 
３．引当金の計上基準 
(1) 貸倒引当金 
債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権について

は個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 
(2) 退職給付引当金 
従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき、当期末におい

て発生していると認められる額を計上しております。 
(3) 役員退職慰労引当金 
役員および執行役員の退職慰労金の支出に備えて、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 

 
４．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 
外貨建金銭債権債務は、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理しております。 

 
５．リース取引の処理方法 
所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。 
 
６．ヘッジ会計の方法 
(1) ヘッジ会計の方法 
振当処理の要件を満たしている為替予約については振当処理に、特例処理の要件を満たしている金利スワップについ

ては特例処理によっております。 
(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 
（ヘッジ手段）   （ヘッジ対象） 
 為替予約      外貨建債権債務及び外貨建予定取引 
 金利スワップ    借入金 

(3) ヘッジ方針 
為替相場の変動リスク及び金利の変動リスクを回避するために、為替予約取引及び金利スワップ取引を利用しており

ます。 
(4) ヘッジ有効性評価の方法 
為替予約の振当処理及び金利スワップの特例処理の要件を満たしているため、有効性の評価を省略しております。 

 
７．その他財務諸表作成のための重要な事項 
消費税等の会計処理は税抜方式によっております。
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Ⅱ 注記事項 

（貸借対照表関係） 

  （当     期） （前    期） 
（１） 有形固定資産の減価償却累計額   438百万円  335百万円  
（２） 担保に供している資産       

 受 取 手 形         3,201百万円  3,383百万円  
 建    物   229百万円  237百万円  
 土    地   1,452百万円  1,452百万円  
 投資有価証券   108百万円  125百万円  

上記に対応する債務       
 短期借入金   1,700百万円  2,050百万円  
 長期借入金（含む一年内返済予定分）  2,027百万円  2,175百万円  

（３） 関係会社に対する主な資産・負債       
 受取手形   452百万円  391百万円  
 売掛金   234百万円  259百万円  
 支払手形   －百万円  78百万円  
 買掛金   314百万円  302百万円  

（４） 会社が発行する株式の総数   24百万株  24百万株  
発行済株式総数   7百万株  7百万株  

（５） 受取手形割引高   178百万円  49百万円  
（６） 受取手形裏書譲渡高  1,964百万円  2,228百万円  
（転割賦によるリース会社への裏書譲渡高によります。）     

（７） 事業用土地の再評価に関する注記  
土地の再評価に関する法律（平成 10年 3月 31日公布法律第 34号）に基づき、事業用土地の再評価を  
行い、評価差額については、当該評価差額に係る税金相当額を「再評価に係る繰延税金負債」として負  
債の部に計上し、これを控除した金額を「再評価差額金」として資本の部に計上しております。  
 再評価の方法…土地の再評価に関する法律施行令（平成 10年 3月 31日公布政令第 119号）第 2条第  
4号に定める方法（地価税法により土地の価額を算定するために国税庁長官が定めて公表した方法により  
算定した価額に合理的な調整を行って算出する方法）によっております。  
 再評価を行った年月日 平成 12年 11月 30日  
 再評価を行った土地の期末における時価と再評価後の帳簿価額との差額 383百万円  
       
   （当     期） （前    期）  

（８） 保証債務残高   2,482百万円  3,258百万円  
（９） 期末日満期手形の処理       
 期末日満期手形の会計処理については、当期の末日は金融機関の休日でしたが、満期日に決済が行わ

れたものとして処理しております。期末日満期手形の金額は次のとおりであります。  

受取手形   344百万円       

       

（損益計算書関係） 
   （当     期） （前    期） 
（１） 当期商品仕入高には、合併による棚卸資産の受入高 48百万円が含まれており、固定資産への振替高 159百  
万円が控除されております。      

（２） 関係会社との営業外取引に係るものは次のとおりであります。     
 受取配当金   16百万円  66百万円  
（３） 雑収入には、出向社員の給与相当分の受入額 55百万円が含まれております。  
（４） 固定資産売却益は車両の売却に係るものであります。  
（５） 前期繰越利益には、合併による引継未処分利益 7百万円が含まれております。  
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（リース取引関係） 
リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引 
（１）  リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額 
    （当     期） （前     期） 
  工具器具備品       
  取 得 価 額 相 当 額             63百万円  75百万円  
  減価償却累計額相当額   39百万円  40百万円  
  期 末 残 高 相 当 額             24百万円  35百万円  
  車両運搬具       
  取 得 価 額 相 当 額             10百万円  10百万円  
  減価償却累計額相当額   7百万円  5百万円  
  期 末 残 高 相 当 額             3百万円  4百万円  
  合 計             
  取 得 価 額 相 当 額             74百万円  86百万円  
  減価償却累計額相当額   47百万円  45百万円  
  期 末 残 高 相 当 額             27百万円  40百万円  

 （注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、
支払利子込み法により算定しております。 

（２）  未経過リース料期末残高相当額   
   （当     期） （前     期） 

  １ 年 内    12百万円  13百万円  
  １ 年 超    14百万円  27百万円  
  合 計    27百万円  40百万円  

  （注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割
合が低いため、支払利子込み法により算定しております。 

   
   
（３） 支払リース料及び減価償却費相当額   （当     期） （前     期） 
  支 払 リ ー ス 料           13百万円  13百万円  
  減価償却費相当額   13百万円  13百万円  
（４） 減価償却費相当額の算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。 
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（有価証券関係） 

前事業年度（自平成12年 12月 1日 至平成13年 11月 30日）及び当事業年度（自平成13年 12月 1日 至平成

14年 11月 30日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

 

（税効果会計関係） 
１．繰延税金資産及び負債の発生の主な原因別の内訳   
（１） 流動資産  （当  期）  
 繰延税金資産    
 貸倒引当金損金算入限度超過額  137百万円    
 賞与引当金損金算入限度超過額  24百万円    
 その他  16百万円    
 合計  178百万円    
（２） 固定資産       
 繰延税金資産       
 貸倒引当金損金算入限度超過額  126百万円    
 役員退職慰労引当金損金算入限度超過額  88百万円    
 退職給付引当金損金算入限度超過額  12百万円    
 その他有価証券評価差額  19百万円    
 その他  27百万円    
 合計  273百万円    
 繰延税金負債      
 固定資産圧縮積立金  △ 112百万円    
 繰延税金資産の純額  161百万円    
       
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳 

 国内の法定実効税率  42.0%    
 （調整）      
 永久に損金に算入されない項目  8.0%    
 住民税均等割等  3.5%    
 その他  △0.3%    
 税効果適用後の法人税等の負担率  53.2%    
       

 

（重要な後発事象） 
  該当事項はありません。 
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部 門 別 売 上 高 明 細 表 

（単位：百万円未満切り捨て） 

当  期 前  期 

自 平成13年 12月 1日 自 平成12年 12月 1日 

至 平成14年 11月 30日 至 平成13年 11月 30日 

増 減（△）                 期    別 

 科    目 

金      額 比率 金      額 比率 金    額 

増減比 

   %   %    %

産 業 機 械 部 門 13,860   71.8  13,590   69.1  269  2.0

（ う ち 輸 出 ） ( 5,028 ) (  26.1) ( 4,195 ) ( 21.3) ( 832 ) ( 19.9 )

建 設 機 械 部 門 5,439   28.2 6,067   30.9  △628  △10.4

（ う ち 輸 出 ） ( 91 ) (   0.5) (  53 ) (  0.3) ( 37 ) ( 69.2 )

合 計 19,300  100.0 19,658  100.0  △358  △1.8

（ う ち 輸 出 ） ( 5,119 ) ( 26.5) (  4,249 ) ( 21.6) ( 870 ) ( 20.5 )

－ 10 － 



－ 11 － 

役 員 の 異 動 

 

新任予定取締役 (平成 15年 2月 27日付)   

 取 締 役  衣 笠  剛 （現 コベルコ建機株式会社 執行役員 

    
営業本部副本部長兼営業部長） 

 

退任予定取締役（平成15年 2月 27日付） 

 副 社 長  広 岡  武 （顧問に就任予定 平成15年 2月 27日付） 

    

 取締役経営企画室長  岡 田 勝 英 （常勤監査役に就任予定 平成15年2月27日付）

    

 取 締 役  森 川 勝 巳

    

新任予定監査役（平成15年 2月 27日付）   

 常 勤 監 査 役  西 堀 武 史 （現 顧問 産業機械本部長付） 

    

 常 勤 監 査 役  岡 田 勝 英 （現 取締役経営企画室長） 

     

 監 査 役  柴  功 安 （現 株式会社不二越 取締役 

    マテリアル事業担当、経営企画担当） 

    

退任予定監査役（平成15年 2月 27日付）  

 常 勤 監 査 役  田 辺 靖 雄  

     

 常 勤 監 査 役  川 添 紘 一  

     

 監 査 役  長 尾 正 彌  

     

     

     

     

     

 


